
様式第２号（第４条関係） ● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要

Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

１－１事務事業の
名称

学校開放施設有効利用事業

１－２担当 教育部 学校教育課 係 学校教育係 評価票作成者
学校教育課長
下廣　信秀

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
教育文化 　③基本施策 　義務教育

学校教育

コード 4 3 1

「個性ある文化と豊かな人間性を育むまちづくり」 　④単位施策(中） 　開かれた学校づくり コード  4 3 1 2

4 3 1 2 2

１－４事務事業の
目的の精査

　市立小中学校　１２校
意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　学校運営に支障のない範囲で、地域住民、保護者と学校の連携による「開かれた学校づくり」を進め、地域住民の様々な活動の場として学校施
設の積極的な有効利用を図る。

１－５事務事業の
内容

　教室及び会議室等を利用した保護者・児童生徒・地域住民の活動の場として開放をする。
活動例　豊明小・中央小（おやじの会）、双峰小・唐竹小・沓掛小（児童クラブ）　、地域子ども教室（豊明市文化系ジュニアクラブ　栄小）、放課後こども教室（生涯学習課　栄小・沓掛小・唐竹小・双峰小）、家庭教育学級や
花ボランティア、読み聞かせなどあり

　⑤単位施策(小） 　学校施設の有効利用 コード

２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

指標の説明

　学校開放の実施校数（スポーツ開放を除く）（校） 9（校） 12（校） 　開放している学校　　　小学校　9校　　　中学校　3校

　学校という場で地域住民の連携が促進される反面、開放による、子どもの安全確保をどのように捉えるかが課題となるため、地域の実情に応じた状況把握に努めた。

　学校という場で地域住民の連携が促進される反面、開放による、子どもの安全確保をどのように捉えるかが課題となるため、地域の実情に応じた状況把握に努めた。

　学校という場で地域住民の連携が促進される反面、開放による、子どもの安全確保をどのように捉えるかが課題となるため、地域の実情に応じた状況把握に努めた。

　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位)

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

8（校) 12（校) 12（校) 12（校) 12（校) 12（校） 12（校） 12（校）

9 13 13 13 13 13 13

0 0 0 0 0

9 13 13 13 13

13

当たり

0 0 0

１校当たり　1.1 １校当たり　1.1 １校当たり　1.1 １校当たり　1.1 １校当たり　1.1

当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 開放実施校の電気料金（使用教室）　13千円

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度

13 13 13

　平成２１年度 　平成２２年度

12

１校当たり1.1 １校当たり1.1 １校当たり1.1

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（校)

8 12 12 12 12 12

66.7 100.0 100.0 100.0 100.0

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

12２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

100.0 100.0 100.0

Ａ Ａ

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ａ ＡＡ Ａ Ａ Ａ



４■新規事業

５■事務事業の総合評価結果

６■次年度事業への反映

３－２

Ａ

結果
　地域住民の様々な活動の場として、学校施設の更なる有効利用を図ること。利用団体、人数が増加するよう努力されたい。また、教育委員会としても市民に対して施設利用のＰＲを積極的にされ
たい。また、地域住民を学校に呼び込んで、児童、生徒の育成に努めること。

平成25年度
総合評価の結果

審査会による改善方向の指示

新規事業

他団体等との協働の有無・協働主体

児童生徒の安心・安全が第一と考え、また、学校は個人情報も多くセキュリティの確保が優先される。
そのため、施設の利用について制限を設ける必要があり、利用者が自由に使用することが難しい部分がある。
また、施設利用後の清掃や利用状況の確認など利用に対しての管理も必要となる。
施設面では、駐車場の不足や児童対応用トイレのため設備の改善が求められ、また、特に施錠方法の対応が必要となる。

事業実施により効果があったこと

地域住民との交流を通して、児童を育てることができる。
地域住民が学校に入ってくださることで、防犯上の効果も期待できる。
学校を身近に感じてもらえ、地域住民との連携も取りやすい。
学校施設に対しての理解が深まる。

教育委員会
　学校施設は、児童生徒の学習の場であると同時に、地域住民にとって最も身近で地域コミュニティの拠点となる施設のため、各小中学校に対して、学校
施設の開放についての調査を実施し、新規事業の可能性や課題などの把握に努めている。

学校 　施設の利用目的や場所、日時、施錠など施設管理方法について、利用者と協議を重ね、学校運営に支障のない範囲で、積極的に有効利用を図っている。

（　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性
内容 Ｂ 改善 　　学校施設は、地域住民にとって、もっとも身近な公共施設でもあることから、学校教育に支障がない範囲内で、地域の実情や需要に応じて積極的に活用していくことが望ましいと考えられま

す。そのため学校施設が有効に活用されるために、教育委員会としても市民に対して施設利用のＰＲを積極的に行っていきます。

学校施設の積極的な有効利用を図るように指導するとともに、施設を利用しやすい環境づくりの整備を支援する。

学校 地域住民に対して、学校運営に支障のない範囲で積極的な施設利用のＰＲに努める。

他団体等と協働し行った事業内容・
各々が担った役割

事業実施における課題

教育委員会

現状・課題

課題に対する改善策

事務事業の目的達成のためにできる新たな取組み
（可能な限り協働の視点重視）

基本的には、施設の改善や人的配置の措置が必要である。
また、地域住民が自由に学校を利用するには、それぞれの学校及び地域の実情やニーズに応じた利用方法のルール作りが必要である。
そのため、そのルール作りを行う協議会制度が必要と思われる。

学校と保護者や地域住民の皆さんが、より学校施設を利用しやすい環境づくりを整えるとともに、施設利用のＰＲに努める。

協働者となり得る主体・協働し担う役割

市民（個人・家庭） ＮＰＯ・市民団体 区・町内会 企業・農協・商工会 学校 国・県・市町 その他 なし


